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京大東アジアセンターニュースレター   第 418号   








○ バングラデシュ短信 ： ２０１２年 ４月下旬  
○ ミャンマー短信 ： ２０１２年 ４月下旬 



































〒606-8501 京都市左京区吉田本町 京都大学経済学部 堀 和生 













時  間： 2012年5月22日(火) 16：30－18：00  
場  所： 京都大学吉田キャンパス・法経済学部東館・地下１階みずほホールⅠ、Ⅱ  



















     討論点：なぜ東アジアに向かわざるを得ないのか？ 
     －財政再建と官製金融そして経済成長と人口問題－ 
2012年 5月 19日(土)15時  京都会場：京都大学法経総合研究棟８階リフレッシュルーム 















名称  京都大学東アジア経済研究センター・アジア中古車流通研究会 
目的  アジア各国における中古車流通の近代化と日系企業の現地進出支援のための情報交換 
開催  年 4回,京都大学吉田キャンパスおよび京都大学東京オフィスで開催｡ 
第四･土曜日の 13 時～17 時 30分を予定｡ 
















主催 ： 京都大学東アジア経済研究センター 
後援 : 京都大学東アジア経済研究センター協力会 
 
2012 年 5 月 26 日(土) 13 時 
 
於 ： 京都大学法経総合研究棟地下 1 階 みずほホール 
 
司会 大阪商業大学総合経営学部 教授 孫 飛舟 
御挨拶          
 13:00-13:20 
 京都大学東アジア経済研究センター長 塩地 洋     
 京都大学東アジア経済研究センター協力会副会長 大森 經徳     
１．報告          
 13:20-15:20 
 塩地 洋（京都大学大学院経済学研究科 教授） 
 中古車流通の発展度と情報の非対称性 
－中国の中古車流通の問題点と改革の方向の検討― 


































and Chittagong boursesの株式会社化なども含まれている。 
 
２．新しい商業系銀行、９行が認可 
2012 年の春、バングラデシュ銀行は、新たに 9 つの商業系銀行(うち 3 つは非居住バングラデシュ人、6 つは地元
スポンサー)を承認した。銀行ライセンスは 2000～2001 年に発行されたのが最後だが、バングラデシュ経済は金融サ
ービスの需要の高まりとともに、以下のような多様な発展をしてきた。 
・過去 10 年間(2000-2001 年～2010-2011 年)の名目 GDP は 3 倍以上の成長を見せ、2 兆 5355 億タカから 7 兆
8750  億タカとなった。 
・2010-2011年の 1人あたり国民所得は、2000-2001年の 374US ドルから大きく増えて 818US ドルとなった。 
・外貨保有高も 13億 US ドルから 109億 1千万 US ドルとなった。 
・輸出収入は 64億 7千万 US ドルから 229億 1千万ドルとなった。 
・輸入決済は 2000-2001年 93億 1千万 US ドルから、2010-2011年 336億 6千万 US ドルになった。 
・全会計年度中の給与所得者の送金額が 2000-2001年の 25億USドルから増えて 116億 5千万USドルとなった。 
バングラデシュにおいては、経済が成長し銀行システムがより競合的になっていく一方で、人口の 45 パーセントが
いまだ預金をもっていないと言うのも事実である。支店ごとの人口(21065 人と大人 1000 人あたりの借入金勘定の割














高値を記録した。３月のインフレは 10.1 パーセントで、2 月の 10.43 パーセントよりも 0.33 パーセントダウンしている。
食品部門のインフレもわずかに下がっており、2月の 8.92パーセントから 3月には 8.28パーセントとなっている。非食




BBCのデータによると、2011 年 4 月から 2012年 3月までのインフレは平均で 10.92パーセントだが、その前の年



















欧州債務危機の問題により、3 月のユーロ圏における輸出高は先月と比べて 0.15％という緩慢な成長を見せ 19.9
億ドルとなった。バングラデシュの輸出は過去何ヶ月間かに渡って低い成長率となっているが、原因としては主要輸
出商品である既製衣料(織物とニットウェア)の需要が落ち込んだことにある。輸出振興局が昨日発表したデータによる
と、3月の輸出は、月間目標にあと 15.38％届いておらず、同じく 2月も 7.97％足りていなかった。3月の目標は 23億
4千万ドルだった。決算は 1年前の同月と比べて、今年の 3月は 7.23％落ちた。 
データによれば、7月～3月の輸出は去年の会計年度の同時期と比べると、10.39％の成長を見せ 178億 9千万ド
ルに到達している。去年の同時期 7月～3月よりも、バングラデシュのニットウェア輸出は 5.92％伸びて 70億ドルとな




商務部は今会計年度の初めに輸出目標を 265 億ドルに設定しており、これは 2010-2011 年度のものより 14.50％
高い数値となっている。「その数値は無理な目標ではありませんでした。私たちは様々な要素を考慮して、この目標を








という可能性を示唆した。「現在、260 万人の TIN 所有者が存在するが、しかし 80 万人しか納税していない。私の意
見は、もちろん全員が支払うべきだ、と言う事だ」と同大臣は報道陣に述べた。また「2012〜2013 年に最低限の納税
規定が実施されるのか」との問いに、「多分」と回答している。さらに「私の焦点は、国内の資源の活用と、脱税を阻止













シュ政府は、インド人のTextile Minister のAnand Sharma氏（5月5日にバングラデシュを訪れる予定）と会談をする。
インドは世界第 2位の綿花の供給元であるが、3月 5日に国内のマーケットを優先させる為に輸出を禁止した。 
近年、バングラデシュのインド綿に対する依存度が上昇しており、紡績業界はリードタイムや搬送費のカットを求め
るようになってきていた。2011〜2012 年のバングラデシュでの綿花の消費量は 350 万ベイルであるが、2010〜2011
年からは 5.5％減少していると米国農務省がレポートで述べている。続けて、Bloomberg 報告書によると、2012〜2013
年の消費量は 360万ベイルに届くのではないか、と予測している。インドは 100万ベイルの綿花の輸出を昨日許可し、


























































は担当者の発言 《ＦＩＮＡＮＣＥ ＣＬＯＳＥ》の 《ＣＬＯＳＥ》のみを解釈して報道が広がっただけである。 
 
８．４月末の外貨為替レート 













                                                             小島正憲 
 
※ ２．がネパール紀行の本文であり、１．と３．は私の「世迷い話」なので、読み飛ばしてもらって結構である。                                                                
                                                                 
 
 













































































































































































































































































                                        




























































公共投資増への依存の高さが予想される。経済成長率の 2 倍以上で伸びているからである。 
表 薄煕来治下の重慶財政と経済の推移 
 2007 年 2011 年 増加率 
公共投資 500 億元 2100 億元 4.2 倍 
低所得者向け住宅 全期間 1000 億元  
緑化事業 全期間 400 億元  
財政赤字 約 330 億元 688 億元 約 2 倍 
市総生産(指数) 1 1.79 1.79 倍 




































































































































































2005 年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006 年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007 年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008 年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009 年 9.1 11.0 15.5 1.9 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
12 月 10.7 18.5 17.5 1.9 (30.5) 184 17.7 55.9 9.7 -44.6 27.6 31.7 
2010 年 10.3 15.7 18.4 3.3 24.5 1831 31.3 38.7 16.9 17.4 19.7 19.8 
1 月    1.5  142 21.0 85.6 24.7 7.8 26.0 29.3 
2 月  (20.7) (17.9) 2.6 (26.6) 76 45.7 44.7 2.5 1.1 25.5 27.2 
3 月 11.9 18.1 18.0 2.4 26.3 ▲72 24.2 66.4 28.1 12.1 22.5 21.8 
4 月  17.8 18.5 2.8 25.4 17 30.4 50.1 21.3 24.7 21.5 22.0 
5 月  16.5 18.7 3.1 25.4 195 48.4 48.9 29.3 27.5 21.0 21.5 
6 月 10.3 13.7 18.3 2.9 24.9 200 43.9 34.6 8.3 39.6 18.5 18.2 
7 月  13.4 17.9 3.3 22.3 287 38.0 23.2 12.8 29.2 17.6 18.4 
8 月  13.9 18.4 3.5 23.9 200 34.3 35.5 21.2 1.4 19.2 18.6 
9 月 9.6 13.3 18.8 3.6 23.2 169 25.1 24.4 12.2 6.1 19.0 18.5 
10 月  13.1 18.6 4.4 23.7 271 22.8 25.4 8.7 7.9 19.3 19.3 
11 月  13.3 18.7 5.1 29.1 229 34.9 37.9 28.1 38.2 19.5 19.8 
12 月 9.8 13.5 19.1 4.6 20.4 131 17.9 25.6 9.2 -13.3 19.7 19.9 
2011 年 9.2            
1 月   19.9 4.9 23.7 65 37.7 51.4 16.6 11.4 17.3 16.9 
2 月  14.9 11.6 4.9 － -73 2.3 19.7 -10.9 32.2 15.7 16.2 
3 月 9.7 14.8 17.4 5.4 31.2 1 35.8 27.4 10.5 32.9 16.6 16.2 
4 月  13.4 17.1 5.3 37.2 114 29.8 22.0 8.2 15.2 15.4 15.8 
5 月  13.3 16.9 5.5 33.6 130 19.3 28.4 12.1 13.4 15.1 15.4 
6 月 9.5 15.1 17.7 6.4 11.8 223 17.9 19.0 6.6 2.8 15.9 15.2 
7 月  14.0 17.2 6.5 27.7 315 20.3 23.0 2.7 19.8 14.7 15.0 
8 月  13.5 17.0 6.2 33.4 178 24.4 30.4 6.4 11.1 13.6 14.8 
9 月 9.1 13.8 17.7 6.1 27.3 145 17.0 21.1 -3.5 7.9 13.1 14.3 
10 月  13.2 17.2 5.5 34.1 170 15.8 29.1 -0.6 8.7 16.7 14.1 
11 月  12.4 17.3 4.2 21.4 145 13.8 22.6 -12.9 -9.8 16.2 14.0 
12 月 8.9 12.8 18.1 4.1 5.7 165 13.3 12.1 -15.4 -12.7 17.3 14.3 
2012 年             
1 月    4.5 25.3 273 -0.5 -15.0 4.6 10.8 16.6 14.8 
2 月  21.3  3.2 － -315 18.3 40.3 38.7 -0.9 17.8 15.0 









されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応
している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易であ
る。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
 
